
鳥取県介護分野ＩＣＴ導入支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年４月鳥取県規則第２２号。以下「規則」とい

う。）第４条の規定に基づき、鳥取県介護分野ＩＣＴ導入支援事業補助金（以下「本補助金」という。）

の交付について、規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（交付目的） 

第２条 本補助金は、介護記録、記録に基づく事業所内での情報共有、介護報酬請求業務等、介護業務の

効率化に繋がるＩＣＴ導入を支援し、もって、介護職員の身体的・心理的負担を軽減し、離職防止や職

場定着を図ることを目的とする。 

 

（補助金の交付） 

第３条 別表の第１欄に掲げる事業（以下「補助事業」という。）を行う同表の第２欄に掲げる者に対し、

予算の範囲内で本補助金を交付する。 

２ 本補助金の額は、補助事業に要する別表の第４欄に掲げる経費（以下「補助対象経費」という。）の

額に、同表第５欄に定める率（以下「補助率」という。）を乗じて得た額（同表第６欄に定める額を限

度とする。））以下とする。 

３ また、鳥取県産業振興条例（平成２３年１２月鳥取県条例第６８号）の趣旨を踏まえ、補助事業の実

施に当たっては、県内事業者への発注に努めなければならない。 

 

（交付申請の時期等） 

第４条  本補助金の交付申請は、別に通知する日までに行わなければならない。 

２ 規則第５条の申請書に添付すべき同条第１号及び第２号に掲げる書類は、それぞれ様式第１号及び様

式第２号によるものとする。 

  

（交付決定の時期等） 

第５条  本補助金の交付決定は、原則として交付申請を受けた日から３０日以内に行うものとする。 

２ 本補助金の交付決定通知は、様式第３号によるものとする。 

 

（承認を要しない変更） 

第６条 規則第１２条第１項の知事が別に定める変更は、補助対象経費の２割を超える増減を伴う変更以

外の変更とする。 

２ 規則第５条第１項の規定は、変更等の承認について準用する。 

 

（実績報告の時期等） 

第７条 規則第１７条第１項の規定による報告（以下「実績報告」という。）は、次に掲げる日までに行

わなければならない。 

（１）規則第１７条第１項第１号又は第２号の場合にあっては、補助事業の完了又は中止若しくは廃止の

日から３０日を経過する日 

（２）規則第１７条第１項第３号の場合にあっては、補助事業等の完了予定年月日の属する年度の翌年度

の４月２０日 

２ 規則第１７条第１項の報告書に添付すべき同条第２項第１号及び第２号に掲げる書類は、それぞれ様

式第１号及び様式第２号によるものとする。 



（財産の処分制限） 

第８条 規則第２５条第２項ただし書の期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大

蔵省令第１５号）に定める耐用年数に相当する期間とする。（同令に定めのない財産については、知事

が別に定める期間とする。） 

２ 第５条第１項の規定は、規則第２５条第２項の承認について準用する。 

 

（雑則） 

第９条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、別に定める。 

 

附則 

 この要綱は、令和元年６月２８日から施行する。 

 

附則 

 この要綱は、令和２年５月２６日から施行し、令和２年度事業から適用する。 

 

 附則 

 この要綱は、令和３年４月２２日から施行し、令和３年度事業から適用する。 

 



別表（第３条関係） 

１ 

補助

事業 

２ 

事業実施

主体 

３ 

対象 

事業所 

４ 

補助対象経費 

 

５ 

補助率 

 

６ 

補助限度額

（※） 

７ 

要件等 

 

８ 

補助対象外 

 

介 護

分 野

ICT

導 入

事業 

 

右記対象

事業所を

運営する

法人等 

 

 

県内の

介護事

所 

（介護

保険法

に基づ

くサー

ビスに

限る） 

 

購

入 

 

 

タブレット端末・スマ

ートフォン等のハー

ドウェアの購入費、ソ

フトウェアの購入費、

導入時の使用環境整

備のためのセットア

ップ等に要する初期

費用、ネットワーク機

器の購入・設置費、保

守・サポート費、導入

研修・セキュリティ対

策に係る経費その他

知事が必要な経費と

認めるもの 

 

１／２ 

ただし、次の要

件のいずれかを

満たす場合は、

３／４ 

要件１ 

LIFE（VISIT・

CHASE）にデー

タを提供してい

る又は提供を予

定している。 

要件２ 

同一事業所内に

加えて、異なる

事業所間や地域

の関係機関にお

いても居宅サー

ビス計画書等の

データ連携を行

っている又は行

うことを予定し

ている。 

 

（当該額に千円

未満の端数が生

じた場合には、

これを切り捨て

るものとする。） 

 

１事業所につ

き以下の各号

に定める額と

する。 

 

（１）職員数が

１名以上 10 名

以下 

１００万円 

 

（２）職員数が

11 名以上 20名

以下 

１６０万円 

 

（３）職員数が

21 名以上 30名

以下 

２００万円 

 

（４）職員数が

31 名以上 

２６０万円 

 

（１）記録業務、情報共有業務（事業所内外の情報連携含む。）、

請求業務を一気通貫で可能となっている介護ソフトを導入す

ること（転記等の業務が発生しないこと）。また、既に導入

済みである介護ソフトに新たに業務機能を追加すること等に

より一気通貫となる（転記等の業務が発生しなくなる）場合

も対象とする。 

（２）居宅介護支援事業所、訪問介護事業所等（居宅介護支援事

業所の介護支援専門員が作成する居宅サービス計画に基づき

サービス提供をするものに限る。）の場合には、「「居宅介

護支援事業所と訪問介護などのサービス提供事業所間におけ

る情報連携の標準仕様」について」（令和元年５月 22 日付老

振発 0522 第１号厚生労働省老健局振興課長通知）に準じたも

のであること。 

（３）既に介護ソフトによって一気通貫となっている場合は、新

たにタブレット端末等を導入することのみも対象とする。た

だし、タブレット端末等を導入するに当たっては、必ず介護

ソフトをインストールの上、業務にのみ使用すること（補助

目的以外の使用の防止及び私物と区別するため、業務用であ

ることを明確に判別するための表示（シール等による貼付）

を行うなど事業所において工夫すること）。また、個人情報

保護の観点から、十分なセキュリティ対策を講じること。 

（４）導入する介護ソフトについて、日中のサポート体制を常設

していることが確認できる製品であること（有償・無償を問

わない）。また、研究開発品ではなく、企業が保証する商用

の製品であること。 

（５）タブレット端末等による音声入力機能の活用を検討するこ

と。 

（６）介護ソフトについては、厚生労働省が構築する介護データ

ベース LIFE（VISIT・CHASE）による情報収集に協力するこ

と。 

 

（１）生産性

向上に資

する ICT

技術を活

用したタ

ブレット

端末・スマ

ートフォ

ン等を対

象として

おり、事業

所に置く

パソコン

やプリン

ター等は

対象外と

する。 

（２）ソフト

ウェア開

発の際の

開発基盤

のみは対

象外とす

る。 

 

リ
ー
ス 

 

タブレット端末・スマ

ートフォン等のハー

ドウェアの購入費、ソ

フトウェアの購入費、

導入時の使用環境整

備のためのセットア

ップ等に要する初期

費用、ネットワーク機

器の購入・設置費、保

守・サポート費、導入

研修・セキュリティ対

策に係る経費その他

知事が必要な経費と

認めるもの 

※申請年度に支出す

る経費に限る。 



（※）補助限度額に係る留意事項について 

・職員数には、訪問介護員等の直接処遇職員だけでなく、ＩＣＴの活用が見込まれる管理者や生活相談員等の職員も算入して差し支えない。また、常勤・

非常勤の別は問わない。 

・職員数については、申請時点における常勤換算方法により算出された人数（「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」（平成 11 

年３月 31 日厚生省令第 37 号）第２条第８号等の規定に基づいて計算した人数とし、小数点以下は四捨五入するものとする。）とするが、居宅を訪問し

てサービスを提供する職員（訪問介護員、居宅介護支援専門員等）及び管理者や生活相談員等の職員については、従事する職務の性質上、実人数（常勤

・非常勤の別は問わない）としても差し支えない。 

・本補助を活用した補助は原則として１事業所１回とするが、補助額の合計が補助限度額の範囲内であれば、２回目の補助も可能とする。２回目の補助を

行う場合には、補助上限額から１回目の補助額を除いた額を上限とする。なお、１回目に補助した機器のリース代や保守・サポートに係る経費等、経常

的な費用について２回目以降の補助を行うことは認められない。 



様式第１－１号（第４条、第７条関係） 

   年度鳥取県介護分野ＩＣＴ導入支援事業計画（報告）書 

 

１ 導入する機器

等の名称 

 

 

２ 導入する事業

所名及び指定介

護サービス区分

・職員数 

（名称） 

（サービス区分） 

（職員数）   名（※） 

 

３ 導入する機器

等の機能等 

□ ア 提供した具体的なサービスの内容、利用者の心身の状況等を 

記録できる機能 

□ イ アで記録した情報を事業所内外で共有できる機能 

□ ウ アで記録した情報を介護報酬請求業務に連動させる機能 

□ エ 標準仕様の導入有無 

□ オ その他（                    ） 

※該当する□にチェックを入れること 

４ LIFE(VISIT・ 

CHASE）  

登録状況 

□ 登録済み □登録予定 

※該当する□にチェックを入れること 

５ 導入予定時期 令和  年  月  日 

６ 現場の課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 要件１、要件２のいずれかを満たす場合は記載してください 

  ※内容を審査の上、要件を満たすと認められる場合は補助率３／４ 

要件１ 

 LIFE（VISIT・CHASE）にデータを提供している又は予定している。 

 

※該当する場合は○を記入 

要件２ 

 同一事業所内に加え、異なる事業所間で居宅サービス計画書等のデ

ータ連携を行っている又は行うことを予定している。 

  

※該当する場合は○を記入 

 



 

 

 

データ連携の内容 
 

 

連携先 
 

 

連携方法 
 

 

８ 機器導入効果       

指標 期待する効果 事後評価・来年度以降の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 本書は、導入する事業所ごとに作成すること。 

※２ 「２ 導入する事業所名及び指定介護サービス区分・職員数」の職員数については、

申請時点における常勤換算方法により算出された人数とするが、居宅を訪問してサービ

スを提供する職員（訪問介護員、居宅介護支援専門員等）及び管理者や生活相談員等の

職員については、従事する職務の性質上、実人数としても差し支えない。また、職員数

を証明するための資料（指定権者に提出する「従業員の勤務体制及び勤務形態一覧表」

等を申請時点に修正したもの等）を添付すること。 

※３ 「現場の課題」では、申請する事業所において ICT 機器・システムを導入することに

より解決したいと考えている課題を具体的に記載すること。 

※４ 指標の例：記録事務作業削減により増加したケアに関係する業務時間の割合、業務の

質を維持・向上した上での職員の残業時間の削減効果、介護従事者及び利用者の満足度

等 

※５ 事業計画書においては、「事後評価・来年度以降の見込み」の欄は空欄とする。 



様式第１－２号（第４条、第７条関係） 

     年度鳥取県介護分野ＩＣＴ導入支援事業補助金所要（精算）額調書 

（単位：円） 

 

機器名等 

 

 

 

 

購入単価 

 

 

A 

 

数量 

 

 

B 

 

事業費 

 

 

C(A×B) 

 

寄附金 

その他の収入額 

 

D 

 

県補助金基本額 

 

 

E(C-D) 

 

県補助金所要額 

F(E×1/2) 

又は 

F(E×3/4) 

 

備考 

 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

    

合計 
       

※１ 本書は、導入する事業所ごとに記入すること。 

※２ 行が足りない場合は、行を追加すること。 

※３ A 欄は、１機器当たりの購入単価（消費税及び地方消費税を除く。）を記入し、当該単価の根拠となる資料（見積書、カタログ等）を添付すること。 

※４ D 欄について、寄附金その他収入があるときは、補助金の額の算定にあたり、対象経費から当該寄附金その他収入金を控除すること。 

※５ F 欄は、別表「６ 補助限度額」で定める額を上限とし、千円未満切捨てとする。 



様式第２号（第４条、第７条関係） 

 

     年度鳥取県介護分野ＩＣＴ導入支援事業収支予算（決算）書 

 

収入                                                                （単位：円） 

区 分 

 

本年度予算額 

（本年度決算額） 

前年度予算額 

（前年度決算額） 

差引増減額 

 

摘要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合  計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支出                                                                （単位：円） 

区 分 

 

本年度予算額 

（本年度決算額） 

前年度予算額 

（前年度決算額） 

差引増減額 

 

摘要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合  計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第３号（第５条関係） 

 

第  号 

   令和 年  月  日 

 

 （ 申請者 ）  様 

 

職    氏 名     

 

       年度鳥取県介護分野ＩＣＴ導入支援事業補助金交付決定通知書 

 

   年  月  日付けの申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった鳥取県介護

分野ＩＣＴ導入支援事業補助金（以下「本補助金」という。）については、鳥取県補助金等

交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に

基づき、下記のとおり交付することに決定したので、規則第８条第１項の規定により通知し

ます。 

 

記 

 

１ 補助事業 

  本補助金の補助事業の内容は、申請書記載のとおりとする。 

２ 交付決定額等 

  本補助金の算定基準額及び交付決定額は次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が

変更された場合におけるそれらの額については別に通知することによる。 

（１） 算定基準額 金         円 

（２） 交付決定額 金         円 

３ 経費の配分 

  本補助金の補助対象経費の配分及びその配分された経費に対応する交付決定額は、申請

書記載のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された場合においては別に通知す

るところによる。 

４ 交付額の確定 

  本補助金の額の確定は、補助対象経費の実績額について「鳥取県介護分野ＩＣＴ導入支

援事業補助金交付要綱」（令和元年６月２８日付第２０１９０００８８６３２号鳥取県福

祉保健部長通知。以下「要綱」という。）第３条第２項を適用して算定した額と、前記２

の（２）の交付決定額（変更された場合は変更後の額とする。）のいずれか低い額とする。 

５ 補助規程の遵守 

本補助金の収受及び使用・補助事業の遂行等に当たっては規則及び要綱の規定に従わな

ければならない。 

 


